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町田 俊彦 
 
はじめに 
 
1978 年の中国共産党 11 期３中全会で改革開放の基本方針が決定され、翌 1979 年から「東部
沿岸開放」戦略が実施された。インフレ、国有企業の大幅赤字と国有銀行の不良債権累積といっ
た問題を起こしながらも、20 年間、中国経済は東部地区への外資導入により世界の製造現場と
しての地位を高めつつ、輸出主導型高成長を達成した。 
他方、農民を中心とした貧困問題（農村・農業・農民の「三農問題」）、外資が集中的に流入
した沿岸地域（東部地区）と内陸部（西部地区・中部地区）の間の地域格差といった「陰」の
部分も際立ち、1990 年代末から格差是正も重要な政策課題となった。 
地域格差への対応としては、1999 年に「西部大開発」戦略、2003 年には「東北地区等老工業
基地振興」戦略、2006 年に「中部地区崛起」戦略が提起され、地域発展戦略は新たな段階に入っ
た。日本の中国研究では、この新たな地域発展戦略のうち「西部大開発」に関する研究は蓄積
されつつあるが、「東北地区等老工業基地振興」戦略と「中部地区崛起」戦略については、提起
されてあまり時間が経過していないこともあり、ほとんど研究が行われていない。 
中国政府間財政関係についても、税制改正レベルでの外資優遇策の廃止（企業所得税）や輸
出抑制策（付加価値税）、政府間財政関係における税源配分における中央のシェア拡大と「三農
問題」の解決を目的とする中央から地方への財政移転の拡大といった研究を進められている。
しかし資料の制約もあり、地域発展戦略の新段階に対応した政府間財政関係の変容に関する研
究は少ない。 
そこで本稿では、「中部地区崛起」戦略と呼ばれる中部地区開発が、リーマン・ショック以降
の内需主導型経済への転換というマクロ経済政策の変化の中でより重要な位置を与えられつつ
ある実態を分析する。次いで内陸部開発に重点が移行する中での政府間財政関係の変容を検討
する。最後に需要拡大というフローの面からみても、新幹線・高速道路など産業インフラの整
備というストックの面からみても、地域発展戦略の実現に大きな影響を及ぼす公共投資の地域
配分と中部地区の地位を地方公共投資と交通通信投資について検討する。 
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１ 中部地区開発と内需主導型経済への転換 
 
（１）地域格差の拡大から縮小へ 
中国の地帯区分は東部・中部・西部の３区分が使われてきたが、2000 年の西部大開発以降は
東部に分類されていた広西チワン族自治区と中部に分類されていた内モンゴル自治区が共に西
部に含まれるようになったため、東部 11 省、西部８省、西部 12 省になった1。2003 年から実
施されている東北振興戦略により、東部の遼寧省と中部の黒竜江省・吉林省の３省を東北とし
て独立させたため、以下の４地帯区分ができあがった。 
東部（10 省）… 河北省、北京市、天津市、山東省、江蘇省、上海市、浙江省、福建省、広
東省、海南省 
東北部（３省）… 遼寧省、黒竜江省、吉林省 
中部（６省）… 山西省、安徽省、江西省、河南省、湖北省、湖南省 
西部（12 省）… 内モンゴル自治区、陜西省、寧夏回族自治区、甘肅省、新疆ウイグル自治
区、チベット自治区、青海省、重慶市、四川省、雲南省、貴州省、広西チ
ワン族自治区 
４地帯間所得格差を人口１人当たりＧＤＰ（名目）について東部を 100 とする指数で示した
のが表１である。1980～90 年には中部、東北部、西部の指数はおおむね低下傾向を示しており、
所得格差は確実に拡大していた。こうした地域格差の拡大を背景に、地域発展戦略は 2000 年代
に新たな局面に入ったのである。 
各省の人口１人当たりＧＤＰについて、格差の代表的尺度であるタイル尺度で測った総格差
を地帯間格差（旧３地帯区分）と３地帯内の格差に分解する方法の測定結果（対象期間は 78～
99 年）をみると、改革の初期の時点（78 年）には、東部内部の格差が 52.2％と総格差に対し
て最も説明力が大きかった2。99 年になるとそれは 25.5％まで低下し、代わって地帯間格差に
                                                      
1 地帯区分については、谷口洋志・朱珉・湖水文［2009］65～66 頁による。 
2 加藤弘之［2003］52～53 頁。 
表１ 人口１人当たり名目 GDP の３地帯間格差 
1980 1985 1990 1995 2000 2005 2009
全国 463 858 1,644 5,046 7,858 14,053 25,188
実数(元） 東部 580 1,097 2,214 7,239 12,038 23,871 40,385
中部 354 661 1,248 3,298 5,311 10,223 19,738
西部 317 573 1,166 3,069 4,800 9,248 18,257
指数 東部 100 100 100 100 100 100 100
（東部=100） 中部 61 60 56 46 44 43 49
西部 55 52 53 42 40 39 45
出所：矢吹晋（編）［2010］27頁より作成。
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よって説明される部分が 70％と大きくなった。他方、中部内部の格差、西部内部の格差は、総
格差の説明要因としてますます説明力が小さくなっている。 
地帯間格差に集約される地域格差の主な要因としては、外国直接投資の地域不均等な分布が
あげられる。図１は 1990 年代以降の中国全体の外国投資受入額（実際利用額）の推移を沿海・
中部・西部の３地域別に示している3。改革開放開始後 10 年ほど経った 89～91 年頃は、天安
門事件を経て中国が一時的に国際的に孤立し、改革・開放も後退する危機をはらんでいた。92
年に入り、鄧小平の南方視察を経て、政府は「改革・開放の加速」を謳い、これまでの沿岸開
発に加えて上海浦東開発を中核とする長江流域開発、国境都市の開放などを決定した。それに
対応して外資受入額は驚異的な速度で増加したが、大半は沿岸地域に吸収されている。中部で
は外資導入が比較的順調に進んだが受入額の増加率はさほど高くはなく、西部では伸び悩んだ。 
 
図１ 沿岸・中部・西部地域の外国直接投資受入額（100 万ＵＳドル） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：牧野松代［20013］120 頁。 
 
1990 年代には各省の全社会固定資産投資のＧＤＰ比と労働生産性上昇率との間には特に相
関関係が見出せないが、非国有企業の固定資産投資のＧＤＰ比と労働生産性上昇率の間には正
の相関関係が見られた。各省の「市場化」のプロセスの成功度は、国有企業改革の進展度より
は地域経済の中に非国有セクターをどれだけ成長させるかにかかっていた4。 
３地帯区分により全社会固定資産投資に占める非国有企業のシェアの推移をみると、沿海地
域では 1990 年には約 26％で中部を下回っていたが、翌 91 年から上昇にむかい、96 年以降は
                                                      
3 以下、1990 年代における外国直接投資の導入については、牧野松代［2001.3］120 頁による。 
4 牧野松代［20013］120～122 頁による。 
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45％に達している（図２参照）。当初全社会固定資産投資に占める国有企業の比率が 28％、19％
と低かった北京、上海の２直轄市において、47％、38％へ急上昇したことが大きく影響してい
る。こうした非国有企業の投資シェアの上昇は、外国直接投資の集中的流入によって大きく支
えられていた。一方、中部では非国有企業の投資シェアが当初は 30％を超えていたが、91 年か
ら低下にむかい、94 年から上昇に転じたが、98 年時点でも約 38％にとどまっている。西部も
中部と同様の傾向を示しているが、非国有企業の投資シェアは 98 年に約 27％にすぎない。 
外資流入が東部に集中した要因としては、沿海地域に対する優先的発展戦略（経済特区の設
定と優遇税制、インフラの重点的整備など）が最も重要であるが、輸出主導型成長戦略という
マクロ経済政策も無視できない影響を与えた点を見逃してはならない。したがって内陸部開発
という新たな発展戦略にとっては、沿海地域に対する優先的発展戦略をどの程度修正できるか
という点とならんで、輸出主導型成長戦略の転換も重要な意味をもつ。 
図３に示される通り、外国直接投資受入額の３地帯別シェアでは、2000 年代には東部の比率
が低下し、中部と西部の比率が上昇している。データが得られる 20 省の輸出依存度の推移をみ
ると、2003～08年に 20省平均では 26.7％から 33.0％へ約６ポイント上昇しているのに対して、
中部の安徽省、江西省、湖北省、湖南省、河南省では 0.4～3.8 ポイントの上昇にすぎない。中
部の５省では 08 年の輸出依存度は４～９％にとどまっており、外国直接投資の流入地域として
の地位の上昇は、1990 年代までの東部のように輸出基地としてではなく、内需指向的色彩を色
濃くしていたとみられる。 
図２ ３地帯別全社会固定資産投資に占める非国有企業のシェア 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：牧野松代［20013］122 頁。 
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図３ 2000 年代における直接投資受入額の３地帯別シェア 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：三井住友銀行『マンスリー レビュー』2010 年７月号、９頁。 
 
表２ 省（直轄市・自治区）別輸出依存度の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：「中国統計年鑑」より作成。 
 
西部大開発が実施された 2000～05 年に中部と西部の指数の低下は小幅となったが、なお所得
格差の拡大は続いていた。06 年に「中部地区崛起」戦略が提起されたのは、西部大開発だけで
は地域格差縮小には不十分であり、東部と西部を連結する中部の重要性が見出されたことによ
る。05～09 年に中部、東北部、西部はいずれも指数を高めており、東部との格差は依然として
大きいものの、縮小に向かい始めた点は注目される。タイル尺度、変動係数、ジニ係数という
％
順位 省 2003 2004 2005 2006 2007 2008
1 上海市 59.9 75.4 81.1 87.4 89.8 85.9
2 広東省 79.8 84.1 87.3 92.0 90.4 78.7
3 江蘇省 39.3 48.3 55.0 59.1 60.2 54.6
4 浙江省 35.5 41.3 46.8 51.1 52.0 49.9
5 天津市 46.1 55.5 60.7 61.5 57.5 46.2
6 北京市 27.8 28.1 36.7 38.5 39.8 38.1
7 福建省 35.1 42.2 43.5 43.4 41.1 36.6
全国平均 26.7 30.7 34.0 36.5 36.1 33.0
8 遼寧省 20.1 23.5 24.4 24.5 24.4 21.7
9 山東省 18.2 19.7 20.4 21.2 22.0 20.8
10 重慶市 5.8 6.4 6.7 7.7 8.3 17.9
11 黒竜江省 5.9 6.4 9.0 10.9 13.2 13.9
12 河北省 7.1 9.1 8.9 8.9 9.4 10.3
13 安徽省 6.5 6.8 7.9 8.9 9.1 8.9
14 江西省 4.4 4.8 4.9 6.4 7.6 8.2
15 海南省 10.3 11.3 9.3 10.6 8.5 7.5
16 湖北省 4.6 5.0 5.6 6.6 6.7 7.1
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３つの指標でみても、03 年あたりまでは地域間所得格差が拡大傾向にあったものの、不平等尺
度によっては 04 年以降、あるいは遅くとも 06 年以降、格差が縮小する傾向がみられるといわ
れている5。 
 
（２）中部地区開発 
第 10 次五カ年計画（2001～05 年）の「西部大開発」に続いて、第 11 次五カ年計画（06～10
年）において、「中部崛起」（中部開発）が打ち出された。国家発展改革委員会（国家戦略を担
当する省庁で五カ年計画を策定）が発表している「中部崛起」概要には次の開発計画が掲げら
れている6。 
① 中部地区の優位性を継続し、全国の食糧生産基地としての建設を加速し、農村のインフ
ラ整備を着実に推進する。 
② エネルギー・原材料基地と製造業・ハイテク産業基地の建設を強化し、工業の最適化と
レベルアップを推進し、交通運輸の中枢としての地位を高め、商業・流通・観光業分野の
発展を促進する。 
③ 交通運輸計画の実施を加速し、鉄道・高速道路・幹線道路・民用航空・長江水路・石油
ガスパイプラインなどの建設を推進し、中部地区と沿海地区や西部地区との連結を優先的
に解決し、東西を繋ぎ南北を貫く交通運輸体系の構築に力を入れ、中部地区の交通運輸能
力を全面的に強化する。 
④ 産業発展の面では、中部地区と沿海部・西部地区の協調的発展に重点を置き、中部地区
の企業と多国籍企業や沿海部企業との結合を推進し、沿海部地区や世界の産業移転の受け
皿となる。 
⑤ 中部地区と沿海部・西部地区とで、食糧・エネルギー・原材料などの面で長期的かつ安
定的な協力関係を構築することを支援し、中部地区と沿海部・西部地区経済の一体化を奨
励する。 
中西部（内陸部）と東部（沿海部）を連結することで地域格差を縮小し、内需の基盤を拡大・
強化する方針の下で、東西をリンクする連結点として中部地区開発が位置づけられている（図
４参照）。 
 
                                                      
5 谷口洋志［2009］「所得格差」谷口洋志・朱珉・湖水文［2009］81 頁。 
6 酒向浩二［2010.1］149 頁。 
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図４ 中国の地域開発 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
酒向浩二［2010.1］148 頁。 
 
2009 年 9 月に政府は新たに「中部地区興隆促進計画」（中部振興促進計画）を発表した。15
年を目処に農業・資源エネルギー産業・装置産業の近代化とハイテク技術の導入を推進、長江
流域に経済圏を構築し、鉄道網の建設を加速することで経済水準を引き上げるなど、「中部崛起」
をより具体化した内容となっている7。 
同計画の主要発展目標は表３の通りである。2011～15 年の 17 年間で１人当たりＧＤＰは倍
増、都市住民の可処分所得と農村住民の純収入は 1.8 倍増を目標としている。あわせてエネル
ギー原単位の引き下げ、工業製品のリサイクル率引き上げ、森林被覆率引き上げなど環境対策
に関わる目標も設定されている。 
 
表３ 中部開発促進計画の主要発展目標 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                      
7 酒向浩二［2010.1］148 頁。 
2008年 2015年
1人当たりＧＤＰ（元） 17,833 36,000
食糧総合生産力（万トン） 16,400 16,800
都市化率（％） 40.3 48.0
都市住民１人当たり可処分所得（元） 13,156 24,000
農村住民１人当たり純収入（元） 4,428 8,200
耕地保有量（千ｈａ） 29,000 29,000
ＧＤＰ１万元当たりエネルギー減少率（％） 4.4（06～08年平均） 累計25
工業付加価値１万元当たり用水量 148 105
工業固体廃棄物総合利用率（％） 60 80
森林被覆率（％） 35.7 38.0
都市登記失業率（％） 4.0 4.0
新型農村合作医療保険加入率(％） 90.3 ほぼ100
出所：矢吹晋（編）［2010］154頁。
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注目されるのは、都市化率（都市住民が地域住民に占める比率）の引き上げが重視されてい
ることである。人口管理を狙いとして 1951 年に都市で確立され、55 年に農村に広がった戸籍
制度は、53 年に食糧配給が始まり、58～60 年の大躍進で食糧の減産が問題になって以降は、大
都市への移動を特に制限する機能を果たすようになった8。1990 年代には労働需要が旺盛な東
部沿海部にむけて農村から大量の労働力が移動したが、戸籍を農村に残したまま非農業生産に
従事する「農民工」が大半であり、都市の教育・医療・福祉などの公共サービスを享受できな
い。21 世紀になると、改革は戸籍を撤廃する方向への試行段階に入った。2001 年以降、農村・
都市の二元的戸籍制度を廃止して「住民戸籍」に統一する省が相次ぎ、12 省（中部では河北省、
湖南省の２省）が「住民戸籍」制度を施行している。 
2007 年における３地帯区分による都市化率は、中部で 39.4％、西部で 37.0％と東部（55.0％）
を大幅に下回っている。都市化率の引き上げによって、雇用機会の増加、教育・医療などの公
共サービスの効率的提供が可能であり、所得格差を縮小する有力な手段であると考えられてい
る。政府は内陸部における都市開発、農村区域の都市区域の編入による都市化率の引き上げ（中
部では 15 年に 48％）を重要な発展目標に掲げている。 
中部開発促進計画では、大原都市圏、中原都市群、安徽皖江都市帯、武漢都市圏、長株都市
群、環鄱陽湖生態経済区の５つの経済発展圏（群）を設定している（図５参照）。 
発展軸の１つ（長江～武漢線）を構成する安徽皖江都市帯と武漢都市圏は、次のように位置
づけられている。 
安徽皖江都市帯…安徽省の省都・合肥市など９都市のほか 59 県から構成。長江デルタ・中西
部と結合した立体交通網を形成、インフラ建設・市場メカニズム構築・生態環境保護など
の連携と協力を強化。 
武漢都市圏…湖北省の省都・武漢市を中心に９市で構成。生態都市圏、先進的な製造業の生
産基地、ハイテク産業基地、農産品生産加工基地、現代サービス業中心、総合交通・運輸
センターを建設。 
もう１つの発展軸（長沙～鄭州線）を構成する長株都市群と中原都市群は次のように位置づ
けられている。 
中原都市群…河南省の省都・鄭州市を中心に９省轄市、14 県級市、33 県。沿隴海経済帯の核
心区・重要な都市密集区・先進的な製造業基地、農産物加工基地及び総合交通・運輸セン
ターを建設。 
長株都市群…湖南省の省都・長沙市など３市。先進設備工業基地、電子情報産業基地、文化
産業基地、高能率・高品質の都市圏を建設、資源節約型の社会・環境友好型社会構築を模
                                                      
8 以下、戸籍制度と改革については、朱珉［2009］31～44 頁による。 
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範とする。 
 
図５ 中部振興促進計画における経済発展圏 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：矢吹晋［2010］155 頁。 
 
（３）リーマン・ショック後の世界同時不況と内需主導経済への転換 
2008 年９月のリーマン・ショック以降の世界金融恐慌・世界同時不況は、地域発展戦略の重
心を内陸部にシフトする決定的な契機となった。08 年以降中国の経済成長を主導してきた輸出
の寄与度が低下し、沿海部の輸出産業が失速すると、成長戦略を内需主導型経済への転換に切
り替えた（図６参照）。内需主導型経済成長への転換では、次の点から内陸部開発、特に中部地
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区開発が重要な役割を果たすことになる。 
 
図６ 需要項目別成長寄与度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：2010 は１～９月期。 
出所：三井住友銀行『マンスリー・レビュー』2010 年 12 月号、７頁。 
 
第１に景気刺激策の中心となったインフラ投資では、整備が沿海部と比較して立ち遅れてき
た内陸部に重点が置かれ、沿海部と西部の結節点となる中部は拠点地域となりつつある。中国
政府は 2008 年に総額「４兆元」（約 52 兆円、09～10 年の２年にわたり実施）の公共投資主体
の景気刺激策を打ち出した。後述する政府間財政関係との関連で注目すべき点は、総額「４兆
元」のうち中央政府が負担するのは約 30％の１兆 1800 億元にすぎず、地方政府が１兆 2500 億
元（31％）、銀行と企業が１兆 5700 億円（39％）を負担することである9。投資計画の内訳をみ
                                                      
9 関根栄一［2010 春］32 頁。 
 
表４ ４兆元投資計画の内容 
 
 
 
 
 
 
 
分野 金額 主な事業
交通と社会イン １兆8000億元 鉄道、空港、高速道路建設
フラ整備
住宅建設 2800億元 安居工程（都市低所得者向けの分譲マンション）の実施、
安租房（都市の貧困線以下の低所得者向けの賃貸住宅）の建設
農村部社会イン 3700億元 水利施設の建設・拡張、農村部生活用清潔飲用水とエネルギー
フラ整備 の確保、電気輸送ネットワークの整備
医療衛生と文化 400億元 医療衛生施設の充実、一人っ子政策の維持、中西部小中学校校舎
教育 の確保、中等職業教育、郷鎮レベルの文化施設の充実
環境保全 3500億元 都市部汚染処理、生活ごみ収集・処理、中西部の植林などの環境
汚染対策、省エネルギー技術の開発と普及
四川震災回復 １兆元 被災地住民の生活支援と復興工事の推進
出所：燓勇明［2009.9］45頁。
－ 24 － 
ると、道路建設などの交通インフラ整備に充当される（表４参照）。 
第２に内需主導型経済成長への転換の鍵となるのが個人消費の拡大であり、そのためには大
幅な所得格差の是正、とりわけ農民の貧困の解消が不可欠であるとされており、農村・農民の
ウエイトが高い内陸部振興にプライオリティが与えられている。GDP 増加への寄与率をみると、
個人消費は 2000 年には 50.0％から 07 年の 39.4％に低下しており、消費拡大が急務となってい
る（表５参照）。GDP 比の投資率は高率であるにもかかわらず、2000 年代に入ると上昇する GDP
比の貯蓄率との格差が拡大している（図７）。 
部門別資金過不足をみた図８によると、家計部門の資金過剰が急速に拡大し、これに海外部
門の資金不足（国際収支における経常収支の黒字）の拡大が対応しており、経常収支の黒字拡
大はおおむねアメリカの経常収支の赤字拡大に対応している。かつては企業が担ってきた住居
と教育が受益者負担となり、医療や老後保障などのセーフティネットが未整備であることが家
計部門における予防的な過剰貯蓄と消費抑制の一因である10。近年は企業部門も過剰貯蓄を積
み上げてきているが、その要因としては①低い投入コスト（エネルギー、電力、工業用水、土
地収用価格）、②低い資本コスト（大企業）、③低い労働コスト（労働者保護のための労働契約
法の施行は 2008 年になってから）があげられている11。 
 
 
表 5 ＧＤＰ増加への寄与率 図７ GDP 比の貯蓄率と投資率の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                      
10 大橋英夫［2010.12］17 頁。 
11 大橋英夫［2010.12］17 頁。銀行融資へのアクセスが困難な中小企業は自己資金依存による過剰貯蓄に陥
っているという。 
％
個人消費 投資
1980 71.8 26.5
1990 47.8 1.8
2000 65.1 22.4
2001 50.0 50.1
2002 43.6 48.8
2003 35.3 63.7
2004 38.7 55.3
2005 38.2 37.7
2006 38.7 42.0
2007 39.4 40.9
出所：苗金芳［2010.7］52頁。 出所：苗金芳［2010.7］54 頁。 
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図８ 部門別資金過不足（フロー）の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：苗金芳［2010.7］56 頁。 
 
都市化率の引き上げを中心に内陸部開発により農民の貧困問題を解決することは、内需主導
型経済への転換に寄与すると考えられている。家電購入や自動車買い替えについての補助金制
度が農村部を対象として実施されていることは、消費刺激にとっての農村部の重要な位置を示
している12。農村部を対象とする家電購入時の補助金制度は、2007 年 12 月に河南省、四川省、
山東省の農村部向けに試験的にスタートし、リーマン・ショック後の 08 年 12 月には中部・西
部・東北部を対象として施行、09 年 12 月には地域制限が撤廃された。09 年３月には農村部を
対象として、農業用車両から自動車への買い替えに対する補助制度（購入額の 10％、上限 5000
元）が施行された。 
 
                                                      
12 農村部を対象とした消費刺激策については、酒向浩二［2010.1］145 頁による。 
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２ 政府間財政関係の変容 
 
（１）税収の集中化 
改革・開放後、中国における政府間財政関係を決定的に変えたのは 1994 年の「分税制」改革
である。分税制改革は、第１に中央・地方の税収配分を大幅に変更した。分税制改革以前に中
央政府は税務行政機関をもたず、地方政府（主に市）が国有企業収入と国有企業所得税、産品
税、付加価値税などの租税を徴収していた。国有企業収入と租税収入の政府間配分についてみ
ると、国有企業（上記の租税の納税義務者）からの財政収入は、当該国有企業に対して管理権
限をもつ政府レベルの収入とされた。国営企業改革の第１段階（1979－83 年）に国有企業の管
理権限が大幅に中央政府から地方政府に移譲されたことにより、全国財政収入（税収と国営企
業収入が大半）の配分に占める中央政府のシェアは、1980 年代半ばから 1990 年代前半にかけ
て急速に低下した（図９参照）。 
1984 年の税制改革以降 94 年の分税制改革まで、ＧＤＰ比の全国財政収入（予算内収入）は
低下を続けていた（図 10 参照）。その主な理由としては、次の３点があげられる13。 
① 国有企業の経営が不振で欠損補填を控除したネットの国有企業収入はマイナスであった。
国有企業の利潤納付から租税納付への切り替えのために導入された企業所得税は、国有企
業が「税前還貸」を多用（銀行借入による投資膨張と償還金の損金算入）したため、課税
ベースの拡大と税収の伸びが抑えられた。 
② 間接税制が未整備であった。1984 年改革で付加価値税（増値税、資本財について全額即
時控除を行う「消費型」でも、減価償却による控除を行う「所得型」でもない「ＧＤＰ型」）
を導入したものの、課税品目が限定されていた。既存の課税品目が多い個別消費税として
の「産品税」と並存していた。そのため改革開放に伴い進行した消費構造の変化に間接税
制が対応できなかった。 
③ 税務行政が集中した地方政府が課税の減免を多用したため、成長性が高い外資系企業の
納税額が抑えられた。 
ＧＤＰ比の税収弾性値が低下した上に、全国財政収入に占める中央政府のシェアが低下した
ため、中央政府の財政を通じるマクロコントロールの力が脆弱化していた。顕著な地域間経済
力格差に起因する地方政府間財政力格差を是正する財政調整機能を中央政府が中央税を通じて
果たす力も限定されていた。 
 
 
                                                      
13 拙稿［2006］64～66 頁を参照のこと。 
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図９ 全国財政収入（予算内収入）に占める中央財政本級収入のシェア 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：中国財政部『中国財政年鑑』2009 年版。 
 
図 10 全国財政収入（予算内収入）のＧＤＰ比の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：中国財政部『中国財政年鑑』2009 年版。 
 
1994 年の分税制改革により財政収入の弾力性が確保され、97 年以降の順調な経済成長に対応
して、そのＧＤＰ比は回復にむかった14。①企業課税における経営請負制の全面的廃止と「企
業所得税」の納付、「税前還貸」の停止（償還金の税引後留保資金からの支払）、②間接税にお
ける付加価値税の基幹税化、③個人所得税の導入、④中央政府税務局の設置（付加価値税、個
別消費税、関税の徴収を担当）、④地方政府独自の税の減免の禁止、といった措置が租税の弾力
性確保に寄与した。 
税収の中央・地方間の配分については、「財政請負制」で地方政府は徴収した税を一定の方式
で中央政府に納付し、残りは地方政府の本級収入として財政支出に充当された。これまでの数
                                                      
14 「分税制」改革における税制改革の内容については、曽瑞林［2004］66～68 頁による。 
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次の改革では財政請負の複数の方式（省によって異なる）が導入されるとともに、最終的には
中央政府と省政府の「交渉」で決まっていたものを、分税制改革では「ルール」化した15。租
税は、中央・地方政府の共通税、中央政府の固定税、地方政府の固定税の３つのタイプに分け
られ、中央・地方間の配分比率は下記の通り決定された。 
中央・地方共通税…付加価値税・国内分（中央 75％、地方 25％） 
中央政府固定税…付加価値税・税関徴収分、消費税（個別消費税、中央政府管轄の企業所得
税（合弁企業・外国企業に対する外国企業等所得税を含む） 
地方政府固定税…営業税（サービス課税、鉄道・銀行本店等のみ中央政府固定税）、個人所得
税、地方政府管轄の企業所得税（合弁企業・外国企業に対する外国企業等
所得税を含む） 
分税制改革直前には 30％を割っていた全国財政収入に占める中央政府のシェアは、約 50％に
回復し、税収配分は「地方分散型」から「均分型」へ転換した。分税制改革前には付加価値税
とその前身である産品税の合計における中央政府のシェアは国有企業の帰属によっており 1/2
に満たなかったが、改革により付加価値税の国内分と税関徴収分を合わせて 80％に高められた。
改革前には地方税であった酒、たばこを中心とする個別消費税が国税に移管されたことも、中
央政府のシェア上昇に寄与した。一方、新設された個人所得税が地方政府固定税とされたこと
は、順調な経済成長の下では地方政府のシェアを高める可能性をもたらした。 
分税制改革では、全国財政収入に占める中央財政収入のウエイトを 57％に高めることが目標
とされた。1994 年に 55％に高まったものの、99～97 年には 49％前後まで低下した。95 年には
証券印紙取引税率を３‰から４‰に引き上げるとともに、中央政府への配分比率を 50％から
80％へ引き上げた16。98 年には地方税の営業税のうち金融保険業の分を５％から８％へ引き上
げ、引き上げた３％分は中央政府に配分されることになった。中央政府のシェアは上昇したが、
99～2001 年度に 51～52％と目標に到達しなかった。急速な経済成長により、租税体系の中で地
方固定税のウエイトが高い企業所得税（地方税のウエイトは 99 年に約 60％）、外国企業等所得
税（同、約 80％）と地方固定税としての個人所得税の構成比が高まったことによる。 
1999 年代末から地域格差是正が重要な政策課題になると、財政調整機能を高めるためにも中
央財政のウエイトを目標達成に向けて高めることが求められた。2001 年 12 月の国務院の通知
により、企業所得税、外国企業等所得税および個人所得税が中央・地方共有税となり、中央政
府への配分比率は 02 年 50％、03 年以降 60％へと引き上げられた。なお運輸・郵政・四大国有
                                                      
15 「分税制」改革による税収の中央・地方間配分については、張忠任［2001］163～178 頁、内藤二郎［2004]131
～134 頁、拙稿［2006］77～79 頁による。 
16 分税制改革後の中央・地方の税収配分の改正については、張忠任［2009.9］18～22 頁による。 
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銀行・三政策銀行・海洋石油ガス企業の企業所得税・個人所得税は 100％中央固定税とする。
02 年 9 月の国務院の通知により、中国石油・天然ガス株式有限会社（ペトロチャイナ）、中国
石油化学工業株式有限会社（シノペック）の所得税も中央固定税とされた。注目されるのは、
中央政府の財源増加は内陸部（中西部）への移転支出に充当するとされたことであり、地域格
差是正という政策課題と密接に結びついた改革であることである。 
税収配分の改正により、全国財政収入に占める中央財政収入のウエイトは 2002～04 年には
55％に高まったが、09 年には 52％台に低下しており、57％という政策目標には到達しそうにな
い。 
 
（２）地方財政調整機能の強化 
分税制改革以前には、全国財政収入と全国財政支出に占める中央政府のシェアは同程度で
あったから、中央政府が中央税を財源とする地方政府への財政移転を通じて財政調整機能を発
揮する余地は著しく狭隘であった。そこで地方政府の中央政府への「納付」と中央政府の地方
政府への「体制補助」が、地方政府間の財政調整の役割を果たしていた17。富裕な省も特定補
助金の交付を受けるが、納付額が補助額を上回り、ネットでみて「納付団体」となっていた。
一般省・貧困省では補助額が納付額を上回り、ネットでみて「受取団体」となっていた。一種
の「水平方式」の財政調整（地方財源による財政調整）といえる。省間格差をみると、人口１
人当たり財政支出の変動係数は人口１人当たり財政収入の変動係数を大幅に下回っており、「納
付」・「補助システム」は財政調整機能を発揮していた。 
分税制改革後、中央・地方最終支出に占める中央政府のシェアは３割前後にすぎず、国家財
政収入に占める５割前後のシェアとの乖離は、中央から地方への財政移転の余地を示した。分
税制改革の一環として、中央から地方への財政移転について二つの制度が導入された18。一つ
は「過渡期移転交付」（2002 年に「財力性移転交付」と名称変更）で、基準財政支出額と基準
財政収入額の差額が交付される。日本の地方交付税のように調整財源の規模が中央税の一定割
合と規定されているわけではなく、裁量的に決定される。基準額は調整財源の規模を考慮して
裁量的に決定されており、算定方式がルール化されているわけではない。基準財政需要額算定
のルール化の前提となるナショナル・ミニマムの設定ができていないことによる。 
もう一つは「税収返還」（付加価値税・消費税の「両税返還」）であり、税収の中央集中に対
する富裕地域の反発を解消するために、分税制改革前後で税収の中央・地方間配分と地方政府
間配分が変化しないように、中央から地方へ税源を再配分するシステムである。1994 年の税収
                                                      
17 拙稿［1992］52～53 頁。 
18 張忠任［2001］178～181 頁、内藤二郎［2004］141～143 頁、拙稿［2006］82～85 頁。 
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返還の各省への配分額は、分税制改革による「地方税の中央への移譲額マイナス中央税の地方
税への移譲額」として算定される。95 年以降の各省に配分される税収返還は、各省の付加価値
税プラス消費税の伸び率を逓増率として使って算出される。税収返還は人口１人当たりＧＤＰ
が多い省に多額が配分されており、財政調整機能を発揮していない。 
中央から地方への財政移転（税収返還を含む）のＧＤＰ比と内訳をみると、1997 年までは財
政移転総額のＧＤＰ比が低下するとともに、内訳では税収返還が約７割を占めており、財政調
整機能は分税制改革前よりも低下した（図 11、表６参照）。 
 
図 11 中央から地方への財政移転のＧＤＰ比の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：谷口洋志・朱珉・湖水文［2009］333 頁。 
 
表６ 中央から地方への財政移転の内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
支出額 （億元） 構成比 （％）
財力性 専用項目 税収返還 合計 財力性 専用項目 税収返還 合計
移転支出 補助 移転支出 補助
1994 189 361 1,839 2,389 7.9 15.1 77.0 100.0
1995 231 375 1,928 2,534 9.1 14.8 76.1 100.0
1996 285 489 1,949 2,723 10.5 18.0 71.6 100.0
1997 327 518 2,012 2,857 11.4 18.1 70.4 100.0
1998 361 878 2,083 3,322 10.9 26.4 62.7 100.0
1999 542 1,424 2,121 4,087 13.3 34.8 51.9 100.0
2000 846 1,613 2,206 4,665 18.1 34.6 47.3 100.0
2001 1,492 2,200 2,310 6,002 24.9 36.7 38.5 100.0
2002 1,944 2,401 3,007 7,352 26.4 32.7 40.9 100.0
2003 2,238 2,598 3,425 8,261 27.1 31.4 41.5 100.0
2004 2,934 3,423 4,051 10,408 28.2 32.9 38.9 100.0
2005 4,198 3,529 3,757 11,484 36.6 30.7 32.7 100.0
2006 5,159 4,412 3,930 13,501 38.2 32.7 29.1 100.0
2007 7,093 6,898 4,147 18,138 39.1 38.0 22.9 100.0
2008 8,746 9,962 4,282 22,991 38.0 43.3 18.6 100.0
出所：谷口洋志・朱珉・湖水文［2009］332頁。
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1998 年以降、中央政府の財政移転に占める税収返還の比率は低下にむかい、2000 年 47.3％、
08 年 18.6％と大幅に落ち込んだ。税収返還の逓増率は付加価値税と消費税の合計の伸び率とさ
れているが、1990 年代末以降の順調な経済成長の過程で、中央税収（関税を控除し、輸出税還
付を加算した税収総額）に占めるこの２つの税の比率は、94 年の 84.4％から 2000 年 80.1％、
08 年 66.9％と低下している。2000～08 年には共通税の拡大により、企業所得税（外国企業等
所得税を含む）が 13.9％から 20.5％へ急上昇し、08 年には個人所得税の比率は 6.4％に高まっ
ている。中央本級支出（日本の最終支出とほぼ同義）に対する地方への純財政移転の比率は、
分税制改革後 2000 年までは低下傾向を示したが、2000 年の 73.7％から 08 年の 165.2％へ急上
昇している19。2000 年代に入ると、中央政府が直接支出するよりも、地方へ財政移転すること
に重点を移したことが示されている。こうして財政移転が中央政府の税収よりも急速に拡大し
たことも、財政移転に占める税収返還のウエイトを低下させる作用を果たした。なお 02～03
年に税収返還のウエイトが一時的に上昇しているのは、中央・地方の税収配分の改革で個人所
得税収が改革前よりも減少した地方政府に対して所得税返還が実施されたことによる。 
財政調整を狙いとする一般財源としての財力性移転交付の内訳では、2008 年には日本の地方
交付税に類似した「一般移転性交付」が 40.1％を占めて最大であり、「給与調整移転交付」（1998
年以降アジア通貨危機の対策として内需拡大を目指して新設）が 28.0％で第２位、「農村税費
改革移転交付」（政府による料金徴収を課税に変更する改革による農村部の収入減への対応とし
て 01 年に新設）が 8.7％で第３位、「県郷奨励・補助移転交付」（県郷財政難を緩めることを狙
いとして 08 年に新設）が 5.0％で第４位、「民族地域移転交付（西部大開発戦略に合わせて 2000
年に新設）が 3.2％で第５位となっている20。その他の財力性交付には、「都市・農村義務教育
移転交付」、「原体制補助」（分税制改革前の貧困省に対する「定額補助」を継承）が含まれる。 
2000 年代に入ってから中央政府支出に占める直接支出の比率低下と財政移転の比率上昇が
生じ、財政移転に占める財力性移転支出のウエイトが上昇したことにより、中央政府の一般財
源を通じる財政調整機能は強化されたといえる。 
 
（３）公共事業補助金を通じる財政調整 
注目されるのは、中央から地方への財政移転の中で専用項目補助（特定補助金）のウエイト
が上昇した 1990 年末に、その内訳で資本建設向け補助金（公共事業補助金）が 97 年の 9.1％
から 99 年の 32.0％に急上昇し、最大の使途になったことである（表７参照）。『財政統計年鑑』
には専用項目補助の内訳が掲げられているが、公共事業補助金については「その他」に含まれ
                                                      
19 谷口洋志・朱珉・湖水文［2009］333 頁。 
20 張忠任［2010.3］46～47 頁。 
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ていて、金額が不明である。 
財政統計では、中央から地方へのタイプ別財政移転の省別内訳が公表されていない。図 12
は、税収返還とその他の財政移転の人口１人当たり金額を１人当たりＧＤＰが低い省の順に左
から示したものである。1998 年における「その他の財政移転」の大半は専用項目補助であるか
ら、税収返還と専用項目補助の省別内訳が示されているといってよい。「税収返還」と比較して、
「専用項目補助」は人口１人当たりＧＤＰが低い地域に多く配分されており、財政調整機能を
果たしていることがわかる。西部大開発や中部地区開発がスタートする前から、公共事業補助
金が膨張して、財政調整機能を果たしていたことに留意する必要がある。 
 
表７ 専用項目補助の内訳－1993～99 年－ 
 
 
 
 
 
 
 
図 12 中央政府から地方政府への財政移転の省別内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：黄佩貨・迪帕克他［2003］。 
 
十億元/％
合計 資本建設 政策補填 社会保障 教育、衛生、 貧困地区 その他
補填 福祉 補助
1993 35.5 2.5 21.3 0.0 3.5 1.7 6.5
(100.0) (7.0) (60.0) （0.0 (9.9) (4.8) (18.3)
1997 51.7 4.7 22.2 0.0 7.3 6.2 11.3
(100.0) (9.1) (42.9) （0.0 (14.1) (12.0) (21.9)
1999 146.9 47.0 25.0 23.5 11.8 8.8 30.8
(100.0) (32.0) (17.0) (16.0) (8.0) (6.0) (21.0)
注：（　　　）内は構成比（％）。
出所：黄佩貨・迪帕克他［2003］47頁。
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３ 公共投資の地域配分と中部地区 
 
（１） 地方公共投資 
分税制改革による中央政府への税収配分の引き上げを基礎として、1990 年代末から進行した
公共事業補助金を通じる財政調整機能の強化は、地方政府が支出する公共投資の地域配分にど
のような影響を及ぼしたのかを検討したい。2006 年まで地方財政支出（予算内支出）の区分で
は、「基本建設」が公共投資に近いので、その４地帯区分別内訳を示したのが表８である。07
年以降は「基本建設」の区分がなくなったので、地方公共投資で中枢を占める交通運輸支出を
計上している。 
1995 年の年末人口（12 億 1,121 万人）の４地帯区分別分布は、東部 34.3％、東北 8.5％、中
部 28.4％、西部 28.3％となっていた（合計には区域不明分が含まれる）。同年の地方基本建設
投資に占める東部のシェアは 54.9％で人口シェアを大幅に上回っていた。対照的なのは中部で
あり、基本建設のシェアは 11.0％で人口シェアを大幅に下回っていた。 
人口１人当たり経費別地方財政支出（予算内支出）の地域格差を貧困５州（貴州省、甘粛省、
チベット自治区、陜西省、雲南省）に対する豊裕５省（北京市、天津市、上海市、浙江省、広
東省）の倍率でみると、格差が特に大きいのは企業技術開発促進費（5.88 倍）、都市維持建設
費（5.58 倍）、基本建設支出（3.33 倍）であった21。脆弱な地方財政調整制度の下で、経済力格
差→地方財政収入格差→経済発展と密接に関連する経費を中心とする地方財政支出格差→経済
力格差の拡大という格差拡大のメカニズムが作用していた。 
1995～2000 年には地方基本建設に占める東部のシェアが大幅に低下し、中西部、特に中部の
                                                      
21 拙稿［2006］85～86 頁による。 
 
表８ 地方公共投資（予算内支出）の４地帯区分別内訳 
基本建設
1995 2000 2006 2007 2009
東部 2,225,665 5,440,495 13,583,783 3,348,686 1,496.14
支出額 東北 385,128 1,013,397 2,519,406 929,696 268.04
（１万元 中部 446,689 1,840,395 4,442,778 2,278,712 729.15
/億元） 西部 996,922 3,127,256 7,775,629 4,408,328 1,020.54
区域不明 0 258,184 746,981 365,848 64
全国計 4,054,404 11,679,727 29,068,577 11,331,270 3,578.37
東部 54.9 46.6 46.7 29.6 41.8
東北 9.5 8.7 8.7 8.2 7.4
構成比 中部 11.0 15.8 15.3 20.1 20.4
（％） 西部 24.6 26.8 26.7 38.9 28.5
区域不明 0.0 2.2 2.6 3.2 0.2
全国計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
注：支出額の単位は基本建設と交通運輸の2007年は万元、交通運輸の2009年は億元。
出所：『中国統計年鑑』より作成。
交通運輸
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シェアが 11.0％から 15.8％へ目立って上昇した。前述した公共事業補助金を通じる財政調整機
能の強化の効果が明瞭に現れている。2000～06 年には地方基本建設の４地帯間配分はほとんど
変化していない。07～08 年の地方交通運輸支出の４地帯間配分では、東部のシェアが 29.6％か
ら 41.8％に急上昇し、西部のシェアが 38.9％から 28.5％に急落している。中部のシェアは変化
がない。交通運輸投資をみる限り、地方公共投資は再び東部への集中度を高めている。 
 
（２） 産業基盤投資 
地方公共投資だけではなく、中央政府や国有企業を含めた全社会固定資産投資の地域配分の
推移を産業基盤投資の中核を占める交通通信投資について検討しよう。表９は３地帯区分で
シェアをみたものである。「地域区分が不可能な投資」のシェアが変動的であるので、各地帯の
シェアの変化の追跡は困難であるが、1998～2002 年に西部のシェアが大幅に上昇したことは間
違いない。この点は、４地帯区分でみた 1995～2000 年のシェアの変化にも現れている。2000
年代に入ると、中西部のシェアに目立った変化はみられず、西部大開発や中部地区開発の影響
 
表９ 交通通信投資の３地帯区分別配分－1985～1992 年－ 
 
 
 
 
 
 
 
表 10 交通通信投資の４地帯区分別配分－1995～2009 年－ 
 
東部 中部 西部 区分不能 計
1985～88年 381 155 94 356 986
投資額 1989～92年 818 292 179 312 1,600
（百万元） 1993～97年 5,760 2,118 1,302 2,282 11,462
1998～2002年 12,264 6,028 5,408 3,356 27,056
1985～88年 38.7 15.7 9.5 36.1 100.0
構成比 1989～92年 51.1 18.2 11.2 19.5 100.0
（％） 1993～97年 50.3 18.5 11.4 19.9 100.0
1998～2002年 45.3 22.3 20.0 12.4 100.0
注：１）投資額は基本建設投資と更新改造投資の合計。
  ２）区分不能は、地域区分が不可能な投資額。
出所：藤井信幸［2005.12］71頁。
1995 2000 2005 2009
東部 595.08 1,307.73 3,882.6 8,784.6
支出額 東北 68.82 243.47 659.4 1,833.2
（億元） 中部 247.85 598.68 1,825.1 3,957.0
西部 194.67 892.43 2,302.3 5,641.2
区分不能 481.09 600.53 944.6 4,758.7
全国計 1,587.53 3,641.94 9,614.0 24,974.7
東部 37.5 35.9 40.3 35.2
東北 4.3 6.7 6.9 7.3
構成比 中部 15.6 16.4 19.0 15.8
（％） 西部 12.3 24.5 23.9 22.6
区分不能 30.3 16.5 9.8 19.1
全国計 100.0 100.0 100.0 100.0
注：区分不能は、地域区分が不可能な投資額。
出所：『中国統計年鑑』より作成。
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は交通通信投資の総額のレベルでは現れていない。 
一方、主要高速道路や高速鉄道の整備といったビッグプロジェクトでは、内陸部、特に中部
に重点が置かれつつある。2000～07 年の５年間に、内陸部を中心に年平均約 7000km（日本の
全高速道路延長に匹敵）建設、07 年末には「縦５本、横７本」の幹線高速道路（総距離約３万
6000ｋｍ）がほぼ開通した（表 11 参照）22。完成に近づく主要高速道路の整備に次いで、急ピッ
チで整備が進められているのが高速鉄道である。高速道路と同様、東西と南北を結ぶ主要路線
「縦４本、横４本」計８本の建設に着工済である（表 12 参照）。 
 
表 11 「縦５横７」幹線高速道路 
 
 
 
 
 
出所：酒向浩二［2010.1］151 頁。 
表 12 「縦４横４」幹線高速鉄道 
 
 
 
 
 
 
 
出所：酒向浩二［2010.1］152 頁。 
 
総額「４兆億円」の投資計画は、こうした内陸部、特に東西と南北の結節点としての中部に
重点を置いて進められている交通インフラ整備を加速化する役割を果たしている。安徽省の省
都・合肥市では上海～北京線や南京～安慶線など複数の高速鉄道の工事が同時並行で進んでお
り、2015 年までの同省内での鉄道投資額は 3000 億元に達すると見込まれている23。湖南省の省
                                                      
22 主要高速道路と高速鉄道の整備状況については、酒向浩二［2010.1］151～152 頁による。 
23 「日本経済新聞」2010 年７月 18 日付。 
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都・長沙市や河南省の省都・鄭州市も「鉄道景気」に沸いているという。 
 
むすび 
 
1990 年代末以降、中国ではようやく地域格差の是正が重要な政策課題となり、2000 年代後半
には中部地区開発も提起された。中央政府や中央政府所属国有企業（鉄道など）によるビッグ
プロジェクトについては、地域発展戦略に対応した地域配分がみられる。しかし地方財政レベ
ルでみれば、人口１人当たり予算内支出の地域格差は依然として大きく、日本では地方圏に集
中している地方公共投資はなお東部（沿岸地域）に集中している。一般補助金と特定補助金を
活用して財政調整機能が高められたとはいえ、なお脆弱であることに起因する。 
中央への税収の集中度を高めることによって財政調整機能を強化しないことには、内陸部の
発展は制約される。地域格差がきわめて大きい中国では、税収が豊かな東部の税収を中央政府
に吸い上げ、内陸部に再分配することが最優先課題であり、税収の地方への「分散化」よりも、
中央政府への「集中化」が取るべき路線である。税源不足により、産業インフラの整備水準が
低いだけではなく、保健福祉・教育の整備水準が低いことは、都市化率引き上げという中部地
区開発の重要な政策課題の達成を困難にする。 
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